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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期第１四半期
連結累計期間

第64期第１四半期
連結累計期間

第63期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 （千円） 1,917,082 1,866,542 7,448,442

経常利益 （千円） 222,350 176,802 869,817

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 151,472 114,884 605,393

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 167,716 22,153 511,255

純資産額 （千円） 13,183,141 13,217,165 13,391,580

総資産額 （千円） 15,310,056 15,275,855 15,604,602

１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 22.84 17.59 92.16

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 85.9 86.3 85.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 146,950 65,318 986,246

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △610,821 △152,530 △1,076,153

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △184,338 △184,174 △333,931

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 2,109,586 2,041,790 2,337,189

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。

 

EDINET提出書類

互応化学工業株式会社(E00889)

四半期報告書

 2/17



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

（1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間における日本経済は、踊り場局面が継続しているものの、既に転換期に入っており

ます。一方世界経済は米国の出口戦略の影響や中国経済の下振れ懸念、欧州ではイギリスのＥＵ離脱やギリシャ

の不安要素等に加え、地政学的要因も加わり、先行き不透明な状況となっております。

この様な状況の中、電子材料分野は全体的に低調な動きとなり、繊維分野は堅調ながらも主力分野がやや低迷

し、化粧品分野は堅調に推移しましたが、製紙印刷分野は復調傾向ながらも低調な動きとなりました。

その他の分野では、水溶性ポリエステル樹脂関連分野が、国内は低調ながらも輸出が堅調に推移し安定した動

きとなりました。

また、当社グループの活動状況と致しましては「人そして地球を豊かにするものを社会に提供する」ために、

既存製品に留まらず、新たな価値を提供出来る集団を目指して参りました。

これは社会に提供するものを、全ての取引先様と一緒に考え、創り出して行くビジネスモデルを想定し、それ

が出来る仕事の遣り方を構築して行くもので、自分で考え判断する事を大切にしながら、仲間と一緒に答えを見

付けられる人材を育んで行く事でもあります。

この取組みについては一朝一夕に結果に結び付くものではありませんが、長期的に企業の存続と発展を担うた

めに必要不可欠の取組みとして活動を続けて参ります。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間における業績につきまして、売上高は1,866百万円（前年同期比2.6％

減）となりました。営業利益は174百万円（同13.1％減）、経常利益は176百万円（同20.5％減）、親会社株主に

帰属する四半期純利益は114百万円（同24.2％減）の減収減益となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（反応系製品）

反応系製品の中で繊維業界は、国内市場で細番手織物の需要が一巡したことや、暖冬による冬物衣料の低迷

に加えて、春以降も衣料品販売が低調なため主力の糊剤がやや低迷しました。一方海外市場は主力の中国や韓

国で繊維市場が低調な中において、当社品は高性能品として低迷する海外市場の中でも安定した推移となりま

した。

製紙印刷業界においては、パッケージ用途やダイレクトメール用途の市場が底這いから持ち直しの動きにあ

りますが、復調の力強さに欠けやや低調な推移となりました。その中で当社グループは既存製品の高性能化を

図るとともに、省エネルギーシステムに対応した高感度ＵＶニスの開発と、環境対策関連製品として水性圧着

ニスの開発に注力にしましたがやや低迷しました。

化粧品用においては、洗浄剤分野でシャンプー・コンディショナー用添加剤用途の製品開発と拡販を積極的

に進めました。洗浄剤分野はこれまでのインバウンド効果に一部変調が見られ伸びを欠きました。一方へアス

タイリング剤は積極的な樹脂開発と新規ユーザーの開拓に加えて、メーキャップ分野への展開を図り堅調に推

移しました。

その他工業用においては、水溶性ポリエステル樹脂が国内市場の光学フィルム用途でディスプレイ向けが低

調な推移となりました。一方海外市場は包装用途等のフィルム向けが堅調に推移し、さらにテキスタイル用途

の引合いが増加したことで、国内の光学用途の低調をカバーし安定した推移となりました。また、メッキ関連

においては、国内市場が自動車関連で塩化浴からジンケート浴への移行があり年々縮小傾向にあることに加

え、海外市場では印刷市場向け銅メッキ添加剤が好調も、その他の分野で廉価な中国品と競合し低迷しており

ます。転写関連においては、国内の建築リフォーム市場向けや自動車向けが好調に推移しておりますが、円高

傾向の影響により輸出が低迷しております。

その結果、当セグメントの売上高は1,590百万円（前年同期比1.6％減）、営業利益は320百万円（同5.1％

減）となりました。
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（混合系製品）

混合系製品の国内向けは、ＬＥＤ関係や自動車関連レジストインクが好調に推移しました。一方スマート

フォン向けインクは低調に推移し、アミューズメント向けインクは、サミット前で低調に推移しました。輸出

は自動車関連が好調に推移しましたが、中国のタッチパネル用途やＬＥＤ用途は横ばいで推移しました。太陽

電池関連は、性能と品質向上の遅れにより販売が低迷いたしました。

その結果、当セグメントの売上高は275百万円（同8.2％減）、営業損失は1百万円（前年同期は利益3百万

円）となりました。

 

（2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は15,275百万円と前連結会計年度末に比べ、328百万円減少しまし

た。

流動資産は前連結会計年度末に比べ264百万円減少し10,830百万円となりました。これは、現金及び預金が212

百万円減少したこと等によるものです。

固定資産は前連結会計年度末に比べ64百万円減少し4,445百万円となりました。これは、投資その他の資産が53

百万円減少したこと等によるものです。

流動負債は前連結会計年度末に比べ149百万円減少し1,517百万円となりました。これは、その他に含まれてい

る預り金が72百万円増加しましたが、未払法人税等が150百万円、賞与引当金が90百万円それぞれ減少したこと等

によるものです。

固定負債は前連結会計年度末に比べ4百万円減少し541百万円となりました。これは、退職給付に係る負債が3百

万円増加しましたが、役員退職慰労引当金が8百万円減少したことによるものです。

純資産は前連結会計年度末に比べ174百万円減少し13,217百万円となりました。これは、利益剰余金が81百万

円、その他有価証券評価差額金が53百万円、為替換算調整勘定が39百万円それぞれ減少したこと等によるもので

す。

 

（3）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末から

295百万円減少し2,041百万円となりました。

各キャッシュ・フローの概要は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は65百万円（前年同期比55.6％減）となりま

した。これは主として、税金等調整前四半期純利益169百万円（同23.5％減）に対し、減価償却費74百万円（同

1.0％増）及びその他の流動負債の増加額78百万円（同19.5％増）があったものの、賞与引当金の減少額90百万

円（前年同期は増加額1百万円）及び法人税等の支払額153百万円（同163.7％増）があったこと等によるもので

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は152百万円（同75.0％減）となりました。こ

れは主として、定期預金の払戻による収入2,222百万円（同28.9％増）があったものの、定期預金の預入による

支出2,306百万円（同3.7％増）及び有形固定資産の取得による支出58百万円（同46.3％減）があったこと等に

よるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は184百万円（同0.1％減）となりました。こ

れは、配当金の支払額183百万円（同0.4％減）があったこと等によるものです。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

 

（5）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は120百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 6,992,000 6,992,000
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 6,992,000 6,992,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 6,992,000 － 842,000 － 827,990

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 461,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,529,700 65,297 －

単元未満株式 普通株式 800 － －

発行済株式総数 6,992,000 － －

総株主の議決権 － 65,297 －

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

互応化学工業㈱

京都府宇治市

伊勢田町井尻58番地
461,500 － 461,500 6.60

計 － 461,500 － 461,500 6.60

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、監査法人グラヴィタスによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,500,181 7,287,282

受取手形及び売掛金 1,806,683 1,773,046

電子記録債権 179,253 205,302

商品及び製品 707,300 620,596

仕掛品 273,385 331,724

原材料及び貯蔵品 511,737 510,984

繰延税金資産 86,106 42,312

その他 33,276 62,102

貸倒引当金 △2,694 △2,668

流動資産合計 11,095,229 10,830,684

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,000,015 3,988,726

減価償却累計額 △3,113,177 △3,116,553

建物及び構築物（純額） 886,838 872,173

機械装置及び運搬具 6,445,171 6,299,051

減価償却累計額 △5,919,939 △5,807,081

機械装置及び運搬具（純額） 525,232 491,970

工具、器具及び備品 972,031 974,923

減価償却累計額 △812,072 △820,716

工具、器具及び備品（純額） 159,958 154,206

土地 2,067,816 2,067,816

建設仮勘定 6,157 57,883

有形固定資産合計 3,646,003 3,644,050

無形固定資産 106,561 98,233

投資その他の資産   

投資有価証券 669,979 594,581

繰延税金資産 64,825 87,633

その他 39,973 38,383

貸倒引当金 △17,969 △17,711

投資その他の資産合計 756,808 702,886

固定資産合計 4,509,373 4,445,170

資産合計 15,604,602 15,275,855
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 491,911 511,217

電子記録債務 503,472 481,497

未払金 187,831 232,653

未払費用 13,815 450

未払法人税等 169,248 18,345

賞与引当金 182,188 91,855

役員賞与引当金 30,500 7,625

その他 88,359 173,855

流動負債合計 1,667,326 1,517,499

固定負債   

役員退職慰労引当金 126,665 118,197

退職給付に係る負債 419,030 422,993

固定負債合計 545,695 541,190

負債合計 2,213,022 2,058,689

純資産の部   

株主資本   

資本金 842,000 842,000

資本剰余金 827,990 827,990

利益剰余金 11,891,036 11,810,006

自己株式 △404,088 △404,088

株主資本合計 13,156,938 13,075,907

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 126,147 72,872

為替換算調整勘定 74,425 35,410

退職給付に係る調整累計額 △998 △943

その他の包括利益累計額合計 199,574 107,339

非支配株主持分 35,068 33,917

純資産合計 13,391,580 13,217,165

負債純資産合計 15,604,602 15,275,855
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 1,917,082 1,866,542

売上原価 1,190,269 1,158,251

売上総利益 726,813 708,290

販売費及び一般管理費 525,494 533,443

営業利益 201,318 174,846

営業外収益   

受取利息 2,526 2,694

受取配当金 2,853 2,834

為替差益 2,702 －

受取ロイヤリティー 10,984 4,777

その他 4,541 2,083

営業外収益合計 23,609 12,389

営業外費用   

売上割引 2,384 3,057

為替差損 － 7,376

その他 192 0

営業外費用合計 2,577 10,433

経常利益 222,350 176,802

特別損失   

固定資産除却損 802 7,322

特別損失合計 802 7,322

税金等調整前四半期純利益 221,547 169,480

法人税、住民税及び事業税 74,897 8,582

法人税等調整額 △5,204 44,183

法人税等合計 69,692 52,766

四半期純利益 151,855 116,713

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 151,472 114,884

非支配株主に帰属する四半期純利益 382 1,829
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  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 17,696 △53,274

為替換算調整勘定 △1,835 △41,285

その他の包括利益合計 15,860 △94,560

四半期包括利益 167,716 22,153

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 167,434 22,594

非支配株主に係る四半期包括利益 281 △441
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 221,547 169,480

減価償却費 73,959 74,714

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,445 △24

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,229 △90,332

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △22,875 △22,875

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,880 △8,467

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 8,231 5,007

受取利息及び受取配当金 △5,380 △5,528

為替差損益（△は益） △1,888 6,582

有形固定資産除却損 802 7,322

売上債権の増減額（△は増加） △120,087 △6,430

たな卸資産の増減額（△は増加） △63,531 22,825

仕入債務の増減額（△は減少） 85,203 2,659

未払消費税等の増減額（△は減少） △40,191 17,659

未払金の増減額（△は減少） 44,511 5,555

未払費用の増減額（△は減少） △12,965 △12,541

その他の流動資産の増減額（△は増加） △30,519 △16,524

その他の流動負債の増減額（△は減少） 65,710 78,493

その他 △5,259 △10,633

小計 198,931 216,940

利息及び配当金の受取額 6,267 2,006

法人税等の支払額 △58,248 △153,628

営業活動によるキャッシュ・フロー 146,950 65,318

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △2,223,703 △2,306,758

定期預金の払戻による収入 1,723,936 2,222,433

投資有価証券の取得による支出 △1,271 △1,345

有形固定資産の取得による支出 △109,488 △58,785

無形固定資産の取得による支出 － △694

固定資産の除却による支出 △580 △7,286

貸付けによる支出 △187 △407

貸付金の回収による収入 421 313

その他 51 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △610,821 △152,530

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △184,338 △183,520

非支配株主への配当金の支払額 － △654

財務活動によるキャッシュ・フロー △184,338 △184,174

現金及び現金同等物に係る換算差額 698 △24,012

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △647,511 △295,398

現金及び現金同等物の期首残高 2,757,097 2,337,189

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,109,586 ※ 2,041,790
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取

得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を

当第１四半期連結会計期間から適用しております。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

現金及び預金勘定 7,046,085千円 7,287,282千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △4,936,498 △5,245,492

現金及び現金同等物 2,109,586 2,041,790

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

（１）配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 198,914 30 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間末日後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

（１）配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 195,914 30 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結損益

及び包括利益

計算書計上額

（注）２
 反応系製品 混合系製品 計

売上高      

外部顧客への売上高 1,616,704 300,378 1,917,082 － 1,917,082

セグメント間の

内部売上高又は振替高
46,334 － 46,334 △46,334 －

計 1,663,038 300,378 1,963,417 △46,334 1,917,082

セグメント利益 338,218 3,731 341,949 △140,630 201,318

（注）１．セグメント利益の調整額△140,630千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり

ます。

２．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結損益

及び包括利益

計算書計上額

（注）２
 反応系製品 混合系製品 計

売上高      

外部顧客への売上高 1,590,907 275,634 1,866,542 － 1,866,542

セグメント間の

内部売上高又は振替高
51,713 － 51,713 △51,713 －

計 1,642,621 275,634 1,918,255 △51,713 1,866,542

セグメント利益

又は損失（△）
320,906 △1,043 319,863 △145,017 174,846

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△145,017千円は、各報告セグメントに配分していない全社費

用であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っており

ます。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　「会計方針の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間に「平成28年度税制改正に係る

減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附

属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、セグメント利益又は損失に与える影響は軽微であり

ます。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 22円84銭 17円59銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
151,472 114,884

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
151,472 114,884

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,630 6,530

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月９日

互応化学工業株式会社
取締役会　御中

 

監査法人グラヴィタス

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 圓岡　徳樹　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 飯田　一紀　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている互応化学工業株

式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から

平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、互応化学工業株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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